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第 1 募集要項 

1．新規発行債券 

銘 柄 

第 30 回沖縄振興開発 

金融公庫債券 

（サステナビリティボンド） 

債 券 の 総 額 金 10,000 百万円 

記 名 ・ 無 記 名 の 別 ― 発 行 価 額 の 総 額 金 10,000 百万円 

各 債 券 の 金 額 1,000 万円 申 込 期 間 令和 3 年 12 月 10 日 

発 行 価 格 
額面 100 円につき 

金 100 円 
申 込 証 拠 金 

額面 100円につき金 100円とし、払込期

日に払込金に振替充当する。申込証拠

金には利息をつけない。 

利 率 年 0.120％ 払 込 期 日 令和 3 年 12 月 17 日 

利 払 日 
毎年 6 月 20 日 

及び 12 月 20 日 
申 込 取 扱 場 所 

別項引受金融商品取引業者の本店及

び国内各支店 

償 還 期 限 令和 13 年 12 月 19 日 振 替 機 関 
株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7 番１号 

募 集 の 方 法 一般募集 

利 息 支 払 の 方 法 

利息支払の方法及び期限 

(1) 本債券の利息は、発行日の翌日から償還期日までこれを付け、令和 4 年 6 月 20 日を

第 1 回の利払期日としてその日までの分を支払い、その後毎年 6 月及び 12 月の各 20

日にその日までの前半箇年分を支払う。 

(2) 発行日の翌日から令和 3 年 12 月 20 日までの期間につき利息を計算するとき及び償還

の場合に半箇年に満たない利息を支払うときは、半箇年の日割をもってこれを計算す

る。 

(3) 利息を支払うべき日が銀行休業日に当たるときは、その前日にこれを繰り上げる。 

(4) 償還期日後は、利息をつけない。 

償 還 の 方 法 

1．償還金額 

  額面 100 円につき金 100 円 

2．償還の方法及び期限 

 (1) 本債券の元金は、令和 13 年 12 月 19 日にその総額を償還する。 

 (2) 償還すべき日が銀行休業日に当たるときは、その前日にこれを繰り上げる。 

 (3) 本債券の買入消却は、発行日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。 

担 保 

本債券の債権者は、沖縄振興開発金融公庫法の定めるところにより、沖縄振興開発金融公

庫(以下「当公庫」という。)の財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受

ける権利を有する。 

財 務 上 

の 特 約 

担保提供 

制  限 
該当事項なし(本債券は一般担保付きであり、財務上の特約は付されていない。) 

その他の 

条  項 
該当事項なし 

摘       要 

1．信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付 

本債券について、当公庫は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。） 

から AA＋信用格付を令和 3 年 12 月 10 日付で取得している。 

R&I の信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や

個々の債務等が約定どおりに履行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。

R&I は信用格付によって、個々の債務等の流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リ

スク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものではない。R&I の信

用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、

R&I は、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確

性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項につい

て、いかなる保証もしていない。 
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2．債券の引受け及び債券発行事務の委託 

債

券

の

引

受

け 

引受人の氏名又は名称 住 所 
引受金額 

（百万円） 
引受けの条件 

野村證券株式会社 

みずほ証券株式会社 

大和証券株式会社 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

株式会社 

東京都中央区日本橋一丁目 13 番 1 号 

東京都千代田区大手町一丁目 5 番 1 号 

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号 

東京都千代田区丸の内三丁目 3 番 1 号 

東京都千代田区大手町一丁目 9 番 2 号 

4,000 

2,800 

2,800 

200 

200 

１．引受人は

本債券の全

額につき、

共同して買

取引受を行

う。 

２．本債券の

引受手数料

は、額面

100 円につ

き 30 銭とす

る。 
計 10,000 

債

券

発

行

事

務

の

委

託 

募集の受託会社の名称 住 所 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目 5 番 5 号 

3．新規発行による手取金の使途 

(1) 新規発行による手取金の額

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額 

10,000 百万円 35 百万円 9,965 百万円 

(2) 手取金の使途

沖縄振興開発金融公庫法第 19 条に定める業務の原資に充当されます。 

当公庫は、ICMA（国際資本市場協会：International Capital Market Association）が定めるグリーンボンド原則

2021、ソーシャルボンド原則 2021 及びサステナビリティボンドガイドライン 2021 の定める 4 つの核となる要素に

基づくサステナビリティボンド・フレームワークにより、サステナビリティボンドを発行します。本フレームワークに

ついては、ICMA が定める各原則及びガイドラインに適合する旨、第三者評価機関である DNV ビジネス・アシュ

アランス・ジャパン株式会社からセカンドパーティ・オピニオンを取得しています。

【参考】セカンドパーティ・オピニオン （発行者：DNV ビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社） 

https://www.okinawakouko.go.jp/userfiles/files/dnv2ndopinion.pdf 

【サステナビリティボンド・フレームワーク概要】 

① 調達資金の使途

本フレームワークに基づく調達資金は、沖縄振興開発金融公庫法第 19 条で定める業務に充当され、社会・環

境的な課題解決に貢献します。セカンドパーティ・オピニオンにおいて、当公庫の事業そのものが、サステナビ

リティプロジェクトであると位置づけられましたので、サステナビリティボンドにより調達した資金の使途は、当公

庫が行うすべての事業を対象として充当いたします。 

適格カテゴリーは以下のとおりです。 
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適格カテゴリー 

ソーシャルカテゴリー 

産業開発資金、中小企業資金、生業資金、生活衛生資金、農林漁業資金、医療資金、住宅資金、出資 

 

グリーンカテゴリー（※ソーシャル適格カテゴリーのなかでグリーン性を持つ事業を抽出。） 

沖縄自立型経済発展、環境・エネルギー対策貸付、赤土等流出防止低利、林業基盤整備資金、省エネ賃貸

住宅融資 

 

 

②プロジェクトの評価と選定プロセス 

当公庫のガバナンス体制は、以下により構成されています。 

I. 法に基づくもの：当公庫の予算は国会の議決を得ており、決算は会計検査院の検査を経て国会に提出さ

れます。また、主務大臣の監督・検査に加え、2003 年度からは金融庁検査も導入しています。更に、沖縄振興

開発金融公庫運営協議会を通じ、業務運営に現地の意向を反映しています。 

II. 内部管理：当公庫は、各年度業務運営方針を策定しています。役員会では重要事項を審議し、必要な際

は監事が理事長又は主務大臣に意見を提出します。また、検査役を設置し内部監査の独立性を確保していま

す。更に、統合リスク管理委員会を設置しリスク管理体制を、「法令等の順守に関する規程」を制定しコンプライ

アンス体制をそれぞれ整備しています。 

 

③調達資金の管理 

沖縄振興開発金融公庫債券の調達資金の経理区分、資金使途の適切性は、会計検査院の検査・監事による

監査等の仕組みにより、常時点検・確認されています。 

 

④レポーティング 

本フレームワークの適格カテゴリー実施による社会・環境的課題の解決に関するインパクト・レポーティングや、

サステナビリティボンドでの調達資金の充当状況等は、当公庫のウェブサイト及び事業報告書等の書類で年次

で開示する予定です。 
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